
（特定地域整備等勘定）

財務諸表

平成２８事業年度



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 3,928,072,335

林道割賦売掛金 16,207,517,303

特定地域整備割賦売掛金 1,816,449,211

農用地整備割賦売掛金 23,831,969,213

前払費用 493,550

未収収益 51,495,867

未収入金 5,840

45,836,003,319

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 11,600,004

減価償却累計額 △ 4,539,296 7,060,708

構築物 27,578,037

減価償却累計額 △ 10,671,591 16,906,446

工具器具備品 18,084,084

減価償却累計額 △ 13,445,502 4,638,582

土地 535,032,000

有形固定資産合計 563,637,736

２ 無形固定資産

ソフトウェア 2,274,879

電話加入権 368,000

無形固定資産合計 2,642,879

３ 投資その他の資産

長期貸付金 9,600,000

敷金・保証金 14,052,153

投資その他の資産合計 23,652,153

589,932,768

46,425,936,087              資産合計

貸　借　対　照　表

（平成２９年３月３１日）

       流動資産合計

固定資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

預り補助金等 642,329,485

一年内償還予定森林総合研究所債券 2,200,000,000

短期借入金 8,336,771,000

未払金 110,277,951

未払費用 49,371,204

未払消費税等 2,581,171

預り金 1,340,538

11,342,671,349

Ⅱ 固定負債

資産見返負債

　資産見返補助金等 6,650,960 6,650,960

森林総合研究所債券 3,400,000,000

　債券発行差額（－） △ 312,640 3,399,687,360

長期借入金 26,179,515,000

引当金

退職給付引当金 1,755,355,093

31,341,208,413

42,683,879,762

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 1,334,285,914

1,334,285,914

Ⅱ 資本剰余金

減資差益 30,200,001

30,200,001

Ⅲ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金 2,224,288,740

当期未処分利益 153,281,670

（うち当期総利益 153,281,670 ）

2,377,570,410

3,742,056,325

46,425,936,087

流動負債合計

         純資産合計

      　　 負債純資産合計

利益剰余金合計

固定負債合計

              負債合計

資本剰余金合計

資本金合計



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

経常費用

一般管理費

人件費 182,457,349

退職給付引当金繰入 19,047,454

減価償却費 5,675,632

賃借料 16,178,227

消耗備品費 675,642

諸経費 29,465,059

その他一般管理費 10,183,765 263,683,128

財務費用

借入金利息 760,477,293

債券利息 135,486,412

債券発行費 521,493 896,485,198

雑損 5,956,116

1,166,124,442

経常収益

割賦利息収入 1,017,810,392

国庫補助金等収益 101,585,888

資産見返負債戻入

資産見返補助金等戻入 1,355,532 1,355,532

財務収益

受取利息 2,455 2,455

雑益 12,112,643

1,132,866,910

△ 33,257,532

当期純利益 △ 33,257,532

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 186,539,202

当期総利益 153,281,670

損　益　計　算　書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

経常費用合計

経常収益合計

経常損益



（特定地域整備等勘定）

（単位：円）

Ⅰ

人件費支出 △ 351,225,662

その他の業務支出 △ 72,000,829

消費税還付による収入 56,005,775

政府交付金収入 125,000,000

林道事業収入 3,270,626,994

特定地域等整備等事業収入 6,891,335,538

補助金等の精算による返還金の支出 △ 422,167,851

　　　　小計 9,497,573,965

利息の受取額 1,032,758,805

利息の支払額 △ 908,009,172

国庫納付金の支払額 △ 1,785,841,919

7,836,481,679

Ⅱ

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,001,550

敷金及び保証金の回収による収入 140,000

貸付金の回収による収入 2,800,000

1,938,450

Ⅲ

短期借入れによる収入 4,210,000,000

短期借入金の返済による支出 △ 4,210,000,000

債券の償還による支出 △ 3,200,000,000

長期借入れによる収入 2,380,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 9,328,729,000

△ 10,148,729,000

Ⅳ 資金増加額又は減少額（△） △ 2,310,308,871

Ⅴ 資金期首残高 6,238,381,206

Ⅵ 資金期末残高 3,928,072,335

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 153,281,670

当期総利益 153,281,670

Ⅱ 利益処分額

積立金 153,281,670 153,281,670

利益の処分に関する書類（案）

kansa
テキストボックス



（特定地域整備等勘定） （単位：円）

Ⅰ

（１）

263,683,128

896,485,198

5,956,116 1,166,124,442

（２）

△1,017,810,392

△2,455

△12,112,643 △1,029,925,490

業務費用合計 136,198,952

Ⅱ 損益外減価償却相当額 0

Ⅲ 損益外減損損失相当額 0

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 0

Ⅴ 引当外賞与見積額 639,129

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 19,942,233

Ⅶ

897,770

7,700 905,470

Ⅷ 行政サービス実施コスト 157,685,784

行政サービス実施コスト計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

業務費用

損益計算書上の費用

財 務 収 益

雑 損

一 般 管 理 費

無利子による融資取引の機会費用

雑 益

政府出資等の機会費用

機会費用

財 務 費 用

割 賦 利 息 収 入

（ 控 除 ） 自 己 収 入 等



（１）有形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　２～２４年

　　構築物　　　８～１５年

（２）無形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　２．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　該当事項はありません。

（２）賞与引当金

　役職員の賞与については、国庫補助金等により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。

　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職する役職員について、当期末に
おける賞与支給見込額から前期末における賞与支給見込額を控除して計算しております。

（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

　役職員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準、森林総合研究所役員退職手当規程及び森林総合研究所職
員退職手当支給規程に基づき、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生時から定額法により費
用処理を行っております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生翌
年度以降定額法により費用処理を行っております。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基準第38に基づき計算
された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　３．有価証券の評価基準及び評価方法

　４．債券発行差額の償却方法について

　５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　６．消費税等の会計処理

　７．その他の重要な事項

　　収益・費用の計上基準

　割賦利息収入については、企業会計原則注解６（４）のただし書きにより、割賦金の回収期限の到来をもって売上収益
実現の日としております。

　８．重要な会計方針の変更

重要な会計方針

　１．減価償却の会計処理方法

　該当事項はありません。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

　政府出資等の機会費用は、資本剰余金相当額を含めた政府出資等の純額に一定利率を乗じて計算しております。
  政府からの無利子による融資取引の機会費用は、政府からの無利子借入金に一定利率を乗じて計算しております。

　

　債券の発行差額は、償却原価法（定額法）により償却しております。

　該当事項はありません。



役職員の引当外賞与見積額

円

資金期末残高 円

重要な非資金取引

　不要財産の現物納付による資産の減少

 

（行政サービス実施コスト計算書関係）

（１）行政サービス実施コスト計算書における機会費用

①政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の平成29年３月末利回りを参考に0.065％で計算しております。

②政府からの無利子による融資取引の機会費用の計算に使用した利率

財政融資資金借入金の平成28年度借入金の平均利率を参考に0.07％で計算しております。

（２）引当外退職給付増加見積額のうち、19,448,710円については、国及び地方公共団体からの出向職員に係

るものであります。

（金融商品の時価等の開示）

（１）金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用は短期に限定しております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

④農用地整備割賦売掛金 23,831,969,213     25,221,100,816        1,389,131,603 

⑥長期借入金
（短期借入金を含む）

(34,516,286,000) (36,429,605,135) (△ 1,913,319,135)

②林道割賦売掛金 16,207,517,303     17,500,907,177        1,293,389,874 

③特定地域整備割賦売掛金 1,816,449,211      

①現金及び預金 3,928,072,335      3,928,072,335         - 

⑤森林総合研究所債券
（一年内償還予定森林総合
　研究所債券を含む

(5,600,000,000) (5,757,400,000) (△ 157,400,000)

1,941,309,799         124,860,588 

注記事項

（貸借対照表関係）

12,204,954円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 3,928,072,335

3,928,072,335

　事業の縮小に伴い使用予定のなくなった施設について、独立行政法人通則法第４６条の２第４項の規定
に基づく現物納付をおこなっております。詳細は（不要財産に係る国庫納付関係）を参照下さい。

　割賦売掛金については、国立研究開発法人森林総合研究所法附則第７条及び第１２条に従って管理してお
ります。なお、主な相手先は地方自治体及び受益者組合であり、過去に貸倒れた実績がないため、信用リス
クは僅少であると考えております。
　借入金及び森林総合研究所債券（以下「借入金等」という。）は、国立研究開発法人森林総合研究所法第
１７条の償還計画に基づき管理しております。
　借入金等の使途は事業投資資金（長期固定）であり、将来の金利動向によっては高い金利で借り換えざる
を得ないという金利の変動リスクに晒されています。
　当該リスクに対して、特定地域等整備経理においては、利益剰余金から積立てられた目的積立金（金利変
動準備積立金）の取崩しにより対応することによって、当期総損益ベースで収支均衡を図ることとしており
ます。また、林道経理については、平成２０年度以降「幹線林道事業移行円滑化対策交付金」により事業資
金がまかなわれることとなったため、金利リスクからは解放されています。

区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額



（注1）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注2）金融商品の時価の算定方法に関する事項

 ①現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 ②林道割賦売掛金、③特定地域整備割賦売掛金、④農用地整備割賦売掛金

　これらの時価は、一定の期間毎に区分した債権毎に債権額を満期までの期間及び信用リスクを加味した

利率により割り引いた現在価値によっております。

 ⑤森林総合研究所債券（一年内償還予定森林総合研究所債券を含む）

　当法人が発行した債券の時価は、市場価格によっております。

 ⑥長期借入金（短期借入金を含む）

　これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

（退職給付引当金関係）

ａ．採用している退職給付制度の概要

　　

ｂ．退職給付債務の期首残高と期末残高 （単位:円）

退職給付債務の期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

退職給付の支払額

期末における退職給付債務

ｃ．退職給付債務に関する事項 （単位:円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｄ）＝（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｅ）

（Ｄ）＋（Ｅ）

　確定給付型の制度として、役員について森林総合研究所役員退職手当規程、職員について森林総合研究
所職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けております。

区 分
当　期

（自 平成28年４月１日
　 至 平成29年3月31日）

1,897,423,626

10,894,216

12,219,370

△ 2,114,816

△ 134,575,452

1,783,846,944

区 分 当期末
（平成29年３月31日現在）

 退職給付債務 1,783,846,944

 未認識数理計算上の差異 43,866,994

 未認識過去勤務債務 △ 57,878,928

 貸借対照表計上額純額 1,797,858,878

 政府交付金の財源措置があるため引当てなかった額（△） △ 42,503,785

 退職給付引当金 1,755,355,093



ｄ．退職給付費用に関する事項 （単位:円）

ｅ．退職給付債務等の計算に関する事項

①割引率（単一の加重平均割引率）

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③過去勤務債務の費用処理年数 12年

④数理計算上の差異の処理年数 12年

（不要財産に係る国庫納付関係）

（単位:円）

 資産種類

 資産名称

 (1)取得価格

 帳簿価格  (2)減価償却

 (3)帳簿価格

 不要財産となった理由

 国庫納付等の方法

 譲渡収入の額

 控除費用

 (1)国庫納付額

　  納付年月日

　  納付年月日

　  納付年月日

 減資額

 備考

（重要な債務負担行為）

（重要な後発事象）

⑨ 93,800,000 1 

⑩ 東京都杉並区 東京都杉並区

－

 (3)その他民間等への
　　払戻額

－ －

－ －

⑧
 国庫納付等の額
 納付等年月日

現物納付のため該当はあ
りません

現物納付のため該当はあ
りません

平成29年2月16日 平成29年2月16日

 (2)地方公共団体への
　　払戻額

－ －

－

⑥ 該当はありません 該当はありません

⑦ 該当はありません 該当はありません

④
事業の縮小等に伴い使用
予定のない施設となった
ため

事業の縮小等に伴い使用
予定のない施設となった
ため

⑤
独立行政法人通則法第46
条の2第4項の規定に基づ
く現物納付

独立行政法人通則法第46
条の2第4項の規定に基づ
く現物納付

② 職員宿舎第３号用地  職員宿舎第３号

③

93,800,000 1 

0 0 

93,800,000 1 

区 分
当　期

（自 平成28年４月１日
　  至 平成29年３月31日）

 勤務費用 10,894,216

 利息費用 12,219,370

 過去勤務債務の費用処理額 △ 7,447,094

 数理計算上の差異の費用処理額 6,888,011

 政府交付金の財源措置があるため引当金を繰入れなかった額（△） △ 3,507,049

 退職給付費用 19,047,454

0.80%

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生時から定額法により費用処理を行っております。）

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っております。）

① 土地 建物

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。
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